
議   第   ４２   号   

令和 ４ 年 ２ 月１６日提出   

 

   熊本市立野外教育施設条例の一部改正について 

 

 熊本市立野外教育施設条例の一部を次のように改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

   熊本市立野外教育施設条例の一部を改正する条例 

 

 熊本市立野外教育施設条例（昭和５０年条例第１３号）の一部を次のように改正す

る。 

 

 題名を次のように改める。 

   熊本市立金峰山自然の家条例 

 第１条中「集団生活」を「活動」に、「、少年」を「青少年」に改め、「図る」の次

に「とともに、市民に自然に親しむ体験の機会を提供する」を加え、「野外教育施設」

を「熊本市立金峰山自然の家（以下「金峰山自然の家」という。）」に改める。 

 第２条を次のように改める。 

 （位置） 

第２条 金峰山自然の家の位置は、熊本市西区池上町３０７１番５とする。 

 第３条中「野外教育施設」を「金峰山自然の家」に改め、同条第１号中「少年の集

団宿泊訓練」を「集団宿泊活動」に改め、同条第２号及び第３号中「少年の」を削り、

同条第４号中「少年団体」を「青少年団体の指導者」に改める。 

 第４条を次のように改める。 

 （優先使用） 

第４条 熊本市教育委員会（以下「委員会」という。）は、金峰山自然の家を使用しよ

うとするものが次の各号のいずれかに該当するときは、教育委員会規則で定めると

ころにより、金峰山自然の家を優先して使用させることができる。 
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教－３



 (1) 教育課程に基づく学習活動を行う本市内の小学校（義務教育学校の前期課程及

び特別支援学校の小学部を含む。以下同じ。）の児童又は中学校（義務教育学校

の後期課程、中等教育学校の前期課程及び特別支援学校の中学部を含む。以下同

じ。）の生徒及びその引率者 

 (2) 本市内の小学校の児童又は中学校の生徒を主たる構成員とする団体及びその

引率者 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、委員会が適当と認めるもの 

 第５条中「野外教育施設」を「金峰山自然の家」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 委員会は、前項の許可（以下「使用許可」という。）について必要な条件を付する

ことができる。 

 第６条第１項中「一に」を「いずれかに」に、「前条の許可」を「使用許可」に、「し

た許可」を「した使用許可」に改め、同項第１号中「野外教育施設」を「金峰山自然

の家」に改め、同条第２項中「前項の許可」を「使用許可」に、「責」を「責め」に改

める。 

 第７条を次のように改める。 

 （使用料等） 

第７条 金峰山自然の家の使用料は、別表のとおりとする。 

２ 前項の使用料は、前納とする。ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、

この限りでない。 

３ 市長は、特別の理由があると認めるときは、使用料を減免することができる。 

４ 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、

その全部又は一部を還付することができる。 

５ 市長は、第１項に定める使用料とは別に、第３条に定める事業の実施のために必

要な範囲内で、使用許可を受けたもの（以下「使用者」という。）に対し、食事、宿

泊のためのシーツ、体験活動に用いる材料等を提供し、当該提供に係る費用を徴収

することができる。 

 第８条中「野外教育施設」を「金峰山自然の家」に、「き損し」を「毀損し」に、「復

するか」を「回復し」に改める。 

 第１０条中「野外教育施設」を「金峰山自然の家」に改め、同条を第１８条とする。 

 第９条第１項中「野外教育施設」を「金峰山自然の家」に、「熊本市立野外教育施設
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運営協議会」を「熊本市立金峰山自然の家運営協議会」に改め、同条第２項中「委嘱」

を「委嘱し、」に改め、同条を第１７条とし、第８条の次に次の８条を加える。 

 （指定管理者による管理） 

第９条 金峰山自然の家の管理は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第３項の規定により、法人その他の団体であって本市が指定するもの（以下

「指定管理者」という。）に行わせることができる。 

 （指定管理者の指定の手続） 

第１０条 前条の規定による指定を受けようとするものは、金峰山自然の家の事業計

画書その他教育委員会規則で定める書類を添えて、当該指定について委員会に申請

しなければならない。 

２ 委員会は、前項の規定による申請があったときは、申請があったもののうちから、

次に掲げる基準に最も適合していると認めるものを選定し、議会の議決を経て指定

管理者を指定するものとする。 

(1) 金峰山自然の家の運営が、利用者の平等利用を確保することができるものであ

ること。 

(2) その事業計画書の内容が、金峰山自然の家の効用を最大限に発揮させるととも

にその管理に係る経費の縮減が図られるものであること。 

(3) その事業計画書に沿った管理を安定して行う能力を有していること。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、委員会が定める基準 

 （指定管理者が行う管理の基準） 

第１１条 指定管理者は、この条例に定めるもののほか、法令、この条例に基づく教

育委員会規則その他委員会が定めるところに従い、金峰山自然の家の管理を行わな

ければならない。 

 （指定管理者が行う業務） 

第１２条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

(1) 使用許可及びその取消し並びに使用の停止の命令に関する業務 

(2) 金峰山自然の家の維持管理に関する業務 

(3) 第３条各号に掲げる事業の実施に関する業務 

(4) 前３号に掲げるもののほか、金峰山自然の家の管理運営上委員会が必要と認め

る業務 
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 （利用料金等） 

第１３条 指定管理者は、金峰山自然の家の使用に係る料金（以下「利用料金」とい

う。）を自己の収入として収受することができる。この場合において、第７条の規定

は、適用しない。 

２ 利用料金は、別表に定める額を超えない範囲内において、指定管理者があらかじ

め委員会の承認を得て定めるものとする。 

３ 第７条に規定する使用料を納付したものは、当該使用料に係る金峰山自然の家の

使用について、利用料金を納付する義務を負わないものとする。 

４ 利用料金は、前納とする。ただし、指定管理者が別に納期を指定した場合は、こ

の限りでない。 

５ 指定管理者は、委員会が定める基準に従い、利用料金を減免することができる。 

６ 既納の利用料金は、還付しない。ただし、指定管理者は、委員会が定める基準に

従い、その全部又は一部を還付することができる。 

７ 指定管理者は、第７条第５項に規定する提供の業務を行ったときは、第１項に定

める利用料金とは別に、当該提供を受けた使用者からその費用を徴収し、自己の収

入として収受することができる。 

 （協定の締結） 

第１４条 指定管理者の指定を受けるものは、市と金峰山自然の家の管理に関する協

定を締結しなければならない。 

２ 前項の協定に定める事項は、教育委員会規則で定める。 

 （指定の取消し等に係る損害賠償） 

第１５条 委員会が指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全

部若しくは一部の停止を命じた場合において指定管理者に損害が生じても、市は、

その賠償の責めを負わない。 

 （秘密保持義務等） 

第１６条 指定管理者及び指定管理者の行う事務に従事している者又は従事していた

者は、熊本市個人情報保護条例（平成１３年条例第４３号）第１２条の２に規定す

るところにより個人情報を適切に管理するほか、金峰山自然の家の管理に関し知り

得た秘密を漏らしてはならない。 

 附則を附則第１項とし、附則に次の１項を加える。 
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２ 第１０条の規定にかかわらず、金峰山自然の家の最初の指定管理者を指定する場

合においては、委員会は、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関

する法律（平成１１年法律第１１７号）に基づき金峰山自然の家について選定し、

契約した民間事業者を議会の議決を経て、金峰山自然の家の指定管理者に指定する

ものとする。 

 附則の次に次の別表を加える。 

別表（第７条関係） 

使用区分 使用時間 使用者 使用料 

宿泊室 午後１時から翌日の

午前１０時まで 

一般 １人１泊 １，４００円 

大学生・高校生 １人１泊 ９００円 

中学生以下 １人１泊 ７００円 

テントサイト 

 

午前１１時から翌日

の午前１０時まで 

一般 １人１泊 １，０００円 

大学生・高校生 １人１泊 ６００円 

中学生以下 １人１泊 ５００円 

日帰り 午前１１時から午後

９時まで 

一般 １人 ５００円 

大学生・高校生 １人 ３００円 

中学生以下 １人 ２５０円 

 備考 

  １ 「一般」とは、大学生・高校生及び中学生以下に該当しない者をいう。 

  ２ 「大学生・高校生」とは、大学の学生、高等専門学校の学生及び高等学校の

生徒並びにこれらに準ずる者をいう。 

  ３ 「中学生以下」とは、中学校の生徒及び小学校の児童並びにこれらに準ずる

者並びに小学校就学の始期に達するまでの者をいう。 

  ４ 使用料には、食事、宿泊のためのシーツ、体験活動に用いる材料等の提供に

係る費用を含まない。 

  ５ 日帰りの使用区分は、金峰山自然の家の使用許可を受けた場合に使用できる

こととなる施設（宿泊室を除く。）及び設備を宿泊を伴わずに使用する場合に

適用する。 

  ６ 小学校就学の始期に達するまでの者に係る使用料は、無料とする。 
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  ７ 中学生以下で本市内の小学校又は中学校に通学する者及びその引率者が教育

課程に基づく学習活動として金峰山自然の家を使用する場合における使用料

は、無料とする。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

それぞれ当該各号に定める日から施行する。 

 (1) 次項の規定 公布の日 

 (2) 附則第３項及び第４項の規定 令和６年４月１日 

 （準備行為） 

２ 熊本市立金峰山自然の家の指定管理者の指定に関する手続その他の準備行為は、

この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前においても行うことができる。 

 （施行前の使用許可等に関する特例） 

３ 熊本市立金峰山自然の家の指定管理者は、施行日前においても、この条例による

改正後の熊本市立金峰山自然の家条例（以下「新条例」という。）第４条から第７

条まで、第１１条、第１３条、第１６条及び別表の規定の例により、使用許可（新

条例第５条第２項の使用許可をいう。以下同じ。）及び利用料金等の収受に関し必

要な行為を行うことができる。 

４ 前項の場合において指定管理者がした使用許可、指定管理者に対してなされた使

用許可の申請又は指定管理者がした利用料金等の収受は、施行日以後においては、

それぞれ新条例第５条、第７条又は第１３条の規定によりなされたものとみなす。 

 （経過措置） 

５ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の熊本市立野外教育施設条例（以

下「旧条例」という。）第９条第２項の規定により委嘱され、又は任命された熊本市

立野外教育施設運営協議会の委員である者は、施行日に、新条例第１７条第２項の

規定により、熊本市立金峰山自然の家運営協議会の委員として委嘱され、又は任命

されたものとみなす。この場合において、その委嘱され、又は任命されたものとみ

なされる者の任期は、新条例第１７条第３項の規定にかかわらず、施行日における

旧条例第９条第２項の規定により委嘱され、又は任命された熊本市立野外教育施設
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運営協議会の委員としての任期の残任期間と同一の期間とする。 

 

 （提出理由） 

  熊本市立金峰山少年自然の家の設置目的に市民に自然に親しむ体験の機会を提供

することを加えるとともに、同施設に指定管理者制度を導入する等のため、所要の

改正を行う必要がある。 

  これが、この条例案を提出する理由である。 
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熊本市立野外教育施設条例（昭和５０年条例第１３号）の一部改正 新旧対照表 

改正案 現行 

熊本市立金峰山自然の家条例 熊本市立野外教育施設条例 
（設置） （設置） 

第１条 本市は、恵まれた自然環境の中での活動  を通じて青

少年の健全な育成を図るとともに、市民に自然に親しむ体験の

機会を提供することを目的として、熊本市立金峰山自然の家

（以下「金峰山自然の家」という。）を設置する。 

第１条 本市は、恵まれた自然環境の中での集団生活を通じて、

少年の健全な育成を図る                

        ことを目的として、野外教育施設     

                 を設置する。 
（位置） （名称及び位置） 

第２条 金峰山自然の家の位置は、熊本市西区池上町３０７１番

５とする。 
第２条 野外教育施設の名称及び位置は、次のとおりとする。 

 名称 位置 
熊本市立金峰山少年自然の家 熊本市西区池上町字西平山 

 

（事業） （事業） 
第３条 金峰山自然の家は、第１条の目的を達成するために次に

掲げる事業を行う。 
第３条 野外教育施設 は、第１条の目的を達成するために次に

掲げる事業を行う。 
(1) 集団宿泊活動   に関すること。 (1) 少年の集団宿泊訓練に関すること。 
(2)    野外観察その他自然に親しむ学習活動に関するこ
と。 

(2) 少年の野外観察その他自然に親しむ学習活動に関するこ
と。 

(3)    体育、レクリエーション及び野外活動に関するこ
と。 

(3) 少年の体育、レクリエーション及び野外活動に関するこ
と。 

(4) 青少年団体の指導者の育成及び指導に関すること。 (4) 少年団体の育成及び指導に関すること。 
(5) その他金峰山自然の家の設置の目的を達成するために必
要な事業 

(5) その他野外教育施設 の設置の目的を達成するために必
要な事業 

 （優先使用） 
第４条 熊本市教育委員会（以下「委員会」という。）は、金峰

山自然の家を使用しようとするものが次の各号のいずれかに

該当するときは、教育委員会規則で定めるところにより、金峰

山自然の家を優先して使用させることができる。 
(1) 教育課程に基づく学習活動を行う本市内の小学校（義務
教育学校の前期課程及び特別支援学校の小学部を含む。以下

同じ。）の児童又は  中学校（義務教育学校の後期課程、

中等教育学校の前期課程及び特別支援学校の中学部を含む。

以下同じ。）の生徒         及びその引率者 
(2) 本市内の小学校の児童又は  中学校の生徒      
     を主たる構成員とする団体及びその引率者 

(3) 前２号に掲げるもののほか、委員会         
         が適当と認めるもの 

（使用者の範囲） 
第４条 野外教育施設を使用することができるものは、次の各号

のいずれかに該当するものとする。 
 
 

(1) 教育課程に基づく学習活動を行う本市内の小学校   
                          

    の児童若しくは中学校            

                          

      の生徒又はこれらに準ずる者及びその引率者 
(2) 本市内の小学校の児童若しくは中学校の生徒又はこれら
に準ずる者を主たる構成員とする団体及びその引率者 

(3) 前２号に掲げるもののほか、熊本市教育委員会（以下「委
員会」という。）が適当と認めるもの。 

（使用許可） （使用許可） 
第５条 金峰山自然の家を使用しようとするものは、委員会の許

可を受けなければならない。 
２ 委員会は、前項の許可（以下「使用許可」という。）につい

て必要な条件を付することができる。 

第５条 野外教育施設 を使用しようとするものは、委員会の許

可を受けなければならない。 
【追加】 

（使用の不許可） （使用の不許可） 
第６条 委員会は、使用の目的、方法等が次の各号のいずれかに

該当すると認められる場合は、使用許可 をせず、既にした使

用許可を取り消し、又はその使用を停止することができる。 

第６条 委員会は、使用の目的、方法等が次の各号の一に   

該当すると認められる場合は、前条の許可をせず、既にした許

可  を取り消し、又はその使用を停止することができる。 



 

(1) 金峰山自然の家の設置目的に反するとき。 (1) 野外教育施設 の設置目的に反するとき。 
(2) 施設、設備等を損傷し、又はそのおそれがあるとき。 (2) 施設、設備等を損傷し、又はそのおそれがあるとき。 
(3) 公の秩序又は善良の風俗を害するおそれのあるとき。 (3) 公の秩序又は善良の風俗を害するおそれのあるとき。 
(4) その他管理運営上支障があると認められるとき。 (4) その他管理運営上支障があると認められるとき。 

２ 使用許可 の取消し又は使用の停止等によって使用者が損

害を受けても、市は、その責めを負わない。 
２ 前項の許可の取消し又は使用の停止等によって使用者が損

害を受けても、市は、その責 を負わない。 
（使用料等） （使用料） 

第７条 金峰山自然の家の使用料は、別表のとおりとする。 
２ 前項の使用料は、前納とする。ただし、市長が特別の理由が

あると認めるときは、この限りでない。 
３ 市長は、特別の理由があると認めるときは、使用料を減免す

ることができる。 
４ 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長が特別の理由が

あると認めるときは、その全部又は一部を還付することができ

る。 
５ 市長は、第１項に定める使用料とは別に、第３条に定める事

業の実施のために必要な範囲内で、使用許可を受けたもの（以

下「使用者」という。）に対し、食事、宿泊のためのシーツ、

体験活動に用いる材料等を提供し、当該提供に係る費用を徴収

することができる。 

第７条 野外教育施設 の使用料は、無料    とする。 
【追加】 
 
【追加】 
 
【追加】 
 
 
【追加】 
 

（損害賠償） （損害賠償） 
第８条 使用者は、金峰山自然の家の施設、設備等を毀損し、又

は滅失したときは、速やかにこれを原状に回復し 、又は委員

会が認定する額を賠償しなければならない。ただし、委員会が

やむを得ないと認めたときは、この限りでない。 

第８条 使用者は、野外教育施設の施設、設備等をき損し、又は

滅失したときは、速やかにこれを原状に復するか、又は委員会

が認定する額を賠償しなければならない。ただし、委員会がや

むを得ないと認めたときは、この限りでない。 
 （指定管理者による管理） 
第９条 金峰山自然の家の管理は、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、法人その他の

団体であって本市が指定するもの（以下「指定管理者」という。）

に行わせることができる。 

 
【追加】 

 （指定管理者の指定の手続） 
第１０条 前条の規定による指定を受けようとするものは、金峰

山自然の家の事業計画書その他教育委員会規則で定める書類

を添えて、当該指定について委員会に申請しなければならな

い。 
２ 委員会は、前項の規定による申請があったときは、申請があ

ったもののうちから、次に掲げる基準に最も適合していると認

めるものを選定し、議会の議決を経て指定管理者を指定するも

のとする。 

(1) 金峰山自然の家の運営が、利用者の平等利用を確保する

ことができるものであること。 

(2) その事業計画書の内容が、金峰山自然の家の効用を最大

限に発揮させるとともにその管理に係る経費の縮減が図ら

れるものであること。 

(3) その事業計画書に沿った管理を安定して行う能力を有し

ていること。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、委員会が定める基準 

 
【追加】 

（指定管理者が行う管理の基準） 
第１１条 指定管理者は、この条例に定めるもののほか、法令、

この条例に基づく教育委員会規則その他委員会が定めるとこ

 
【追加】 



 

ろに従い、金峰山自然の家の管理を行わなければならない。 
（指定管理者が行う業務） 
第１２条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

(1) 使用許可及びその取消し並びに使用の停止の命令に関す

る業務 

(2) 金峰山自然の家の維持管理に関する業務 

(3) 第３条各号に掲げる事業の実施に関する業務 

(4) 前３号に掲げるもののほか、金峰山自然の家の管理運営

上委員会が必要と認める業務 

 
【追加】 

（利用料金等） 
第１３条 指定管理者は、金峰山自然の家の使用に係る料金（以

下「利用料金」という。）を自己の収入として収受することが

できる。この場合において、第７条の規定は、適用しない。 
２ 利用料金は、別表に定める額を超えない範囲内において、指

定管理者があらかじめ委員会の承認を得て定めるものとする。 
３ 第７条に規定する使用料を納付したものは、当該使用料に係

る金峰山自然の家の使用について、利用料金を納付する義務を

負わないものとする。 
４ 利用料金は、前納とする。ただし、指定管理者が別に納期を

指定した場合は、この限りでない。 
５ 指定管理者は、委員会が定める基準に従い、利用料金を減免

することができる。 
６ 既納の利用料金は、還付しない。ただし、指定管理者は、委

員会が定める基準に従い、その全部又は一部を還付することが

できる。 
７ 指定管理者は、第７条第５項に規定する提供の業務を行った

ときは、第１項に定める利用料金とは別に、当該提供を受けた

使用者からその費用を徴収し、自己の収入として収受すること

ができる。 

 
【追加】 
 

（協定の締結） 
第１４条 指定管理者の指定を受けるものは、市と金峰山自然の

家の管理に関する協定を締結しなければならない。 
２ 前項の協定に定める事項は、教育委員会規則で定める。 

 
【追加】 

（指定の取消し等に係る損害賠償） 
第１５条 委員会が指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定

めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じた場合にお

いて指定管理者に損害が生じても、市は、その賠償の責めを負

わない。 

 
【追加】 

（秘密保持義務等） 
第１６条 指定管理者及び指定管理者の行う事務に従事してい

る者又は従事していた者は、熊本市個人情報保護条例（平成１

３年条例第４３号）第１２条の２に規定するところにより個人

情報を適切に管理するほか、金峰山自然の家の管理に関し知り

得た秘密を漏らしてはならない。 

 
【追加】 

（運営協議会） （運営協議会） 
第１７条 金峰山自然の家の運営を効果的に行うため、熊本市立

金峰山自然の家運営協議会（以下「協議会」という。）を置く。 
第９条 野外教育施設 の運営を効果的に行うため、熊本市立野

外教育施設運営協議会（以下「協議会」という。）を置く。 
２ 協議会の委員は、１０人以内とし、委員会が委嘱し、又は任

命する。 
２ 協議会の委員は、１０人以内とし、委員会が委嘱  又は任

命する。 
３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前 ３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前



 

任者の残任期間とする。 任者の残任期間とする。 
４ 協議会に関し必要な事項は、委員会が別に定める。 ４ 協議会に関し必要な事項は、委員会が別に定める。 
（委任） （委任） 

第１８条 この条例に定めるもののほか、金峰山自然の家の管理

運営等に関し必要な事項は、委員会が定める。 
第１０条 この条例に定めるもののほか、野外教育施設 の管理

運営等に関し必要な事項は、委員会が定める。 
附 則 

１ この条例は、規則で定める日から施行する。 
  (昭和50年8月14日規則第45号で昭和50年8月15日から施行) 
２ 第１０条の規定にかかわらず、金峰山自然の家の最初の指定

管理者を指定する場合においては、委員会は、民間資金等の活

用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年

法律第１１７号）に基づき金峰山自然の家について選定し、契

約した民間事業者を議会の議決を経て、金峰山自然の家の指定

管理者に指定するものとする。 
   附 則(昭和51年3月26日条例第23号) 【以下略】 
 
 
 

附 則 
この条例は、規則で定める日から施行する。 
 (昭和50年8月14日規則第45号で昭和50年8月15日から施行) 
 
 
 
    
 
 

附 則(昭和51年3月26日条例第23号) 【以下略】 
 

別表（第７条関係） 
使用 

区分 

使用 

時間 

使用者 使用料 

宿泊室 午後１時か

ら翌日の午

前１０時ま

で 

一般 １人１泊 １，４００円

大学生・高校生 １人１泊 ９００円

中学生以下 １人１泊 ７００円

テント

サイト 

午前１１時

から翌日の

午前１０時

まで 

一般 １人１泊 １，０００円

大学生・高校生 １人１泊 ６００円

中学生以下 １人１泊 ５００円

日帰り 午前１１時

から午後９

時まで 

 

一般 １人 ５００円

大学生・高校生 １人 ３００円

中学生以下 １人 ２５０円

備考 
１ 「一般」とは、大学生・高校生及び中学生以下に該当し

ない者をいう。 
２ 「大学生・高校生」とは、大学の学生、高等専門学校の

学生及び高等学校の生徒並びにこれらに準ずる者をいう。 
３ 「中学生以下」とは、中学校の生徒及び小学校の児童並

びにこれらに準ずる者並びに小学校就学の始期に達するま

での者をいう。 
４ 使用料には、食事、宿泊のためのシーツ、体験活動に用

いる材料等の提供に係る費用を含まない。 
５ 日帰りの使用区分は、金峰山自然の家の使用許可を受け

た場合に使用できることとなる施設（宿泊室を除く。）及

び設備を宿泊を伴わずに使用する場合に適用する。 
６ 小学校就学の始期に達するまでの者に係る使用料は、無

料とする。 
７ 中学生以下で本市内の小学校又は中学校に通学する者及

びその引率者が教育課程に基づく学習活動として金峰山自

然の家を使用する場合における使用料は、無料とする。 

【別表追加】 
 
 

 
 
 
 



 

   附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、それぞれ当該各号に定める日から施行する。 
 (1) 次項の規定 公布の日 
 (2) 附則第３項及び第４項の規定 令和６年４月１日 
 （準備行為） 
２ 熊本市立金峰山自然の家の指定管理者の指定に関する手続その他の準備行為は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）

前においても行うことができる。 
 （施行前の使用許可等に関する特例） 
３ 熊本市立金峰山自然の家の指定管理者は、施行日前においても、この条例による改正後の熊本市立金峰山自然の家条例（以下

「新条例」という。）第４条から第７条まで、第１１条、第１３条、第１６条及び別表の規定の例により、使用許可（新条例第

５条第２項の使用許可をいう。以下同じ。）及び利用料金等の収受に関し必要な行為を行うことができる。 
４ 前項の場合において指定管理者がした使用許可、指定管理者に対してなされた使用許可の申請又は指定管理者がした利用料金

等の収受は、施行日以後においては、それぞれ新条例第５条、第７条又は第１３条の規定によりなされたものとみなす。 
 （経過措置） 
５ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の熊本市立野外教育施設条例（以下「旧条例」という。）第９条第２項の規定

により委嘱され、又は任命された熊本市立野外教育施設運営協議会の委員である者は、施行日に、新条例第１７条第２項の規定

により、熊本市立金峰山自然の家運営協議会の委員として委嘱され、又は任命されたものとみなす。この場合において、その委

嘱され、又は任命されたものとみなされる者の任期は、新条例第１７条第３項の規定にかかわらず、施行日における旧条例第９

条第２項の規定により委嘱され、又は任命された熊本市立野外教育施設運営協議会の委員としての任期の残任期間と同一の期間

とする。 
 

 



「熊本市立野外教育施設条例の一部を改正する条例」の概要について 

  

● 主な改正点 

（１）条例名称の変更 

現 行： 熊本市立野外教育施設条例 

改正案： 熊本市立金峰山自然の家条例 

（２）設置目的 

現 行： 恵まれた自然環境の中での集団生活を通じて、少年の健全な育成を図る 

改正案： 恵まれた自然環境の中での活動を通じて、青少年の健全な育成を図ると

ともに、市民に自然に親しむ体験の機会を提供することを目的として設置 

（３）施設名称 

   現 行： 熊本市立金峰山少年自然の家 

   改正案： 熊本市立金峰山自然の家 

（４）使用者の範囲 

現 行： 使用することができるものは、次のいずれかに該当するものとする。 

・本市内の小学校の児童若しくは中学校の生徒又はこれらに準ずる者、こ

れらを主たる構成員とする団体、その引率者、その他教育委員会が適当

と認めた者 

改正案： 「使用者の範囲」の規定を「優先使用」へ改正。 

     ・上記に加え、本市の居住者、通学者、通勤者、事業者、区域内で活動

する個人・団体を教育委員会規則で規定 

改 正 案 現 行 

 （優先使用） 

第４条 熊本市教育委員会（以下「委員会」という。）

は、金峰山自然の家を使用しようとするものが次の

各号のいずれかに該当するときは、教育委員会規則

で定めるところにより、金峰山自然の家を優先して

使用させることができる。 

(1) 教育課程に基づく学習活動を行う本市内の小学

校（義務教育学校の前期課程及び特別支援学校の

小学部を含む。以下同じ。）の児童又は中学校（義

務教育学校の後期課程、中等教育学校の前期課程

及び特別支援学校の中学部を含む。以下同じ。）の

生徒及びその引率者 

(2) 本市内の小学校の児童又は中学校の生徒を主た

る構成員とする団体及びその引率者 

 

(3) 前２号に掲げるもののほか、委員会が適当と認

めるもの 

（使用者の範囲） 

第４条 野外教育施設を使用することができるもの

は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

 

 

 

(1) 教育課程に基づく学習活動を行う本市内の小

学校の児童若しくは中学校の生徒又はこれらに

準ずる者及びその引率者 

 

 

 

(2) 本市内の小学校の児童若しくは中学校の生徒

又はこれらに準ずる者を主たる構成員とする団

体及びその引率者 

(3) 前２号に掲げるもののほか、熊本市教育委員会

（以下「委員会」という。）が適当と認めるもの 

 

  



（５）使用料 

現 行： 無料 

改正案： 一般利用者（本市内の小中学校の教育課程における利用以外）の施設使用料 

を設定 

※本市内の小中学校の教育課程における利用及び小学校就学の始期に達するまで 

の者の利用は、無料。 

※指定管理者は、条例に定める額を超えない範囲内で、あらかじめ委員会の承認を

得て利用料金を定め（条例に定める使用料は適用しない）、自己の収入として収受

する。 

別表（第７条関係） 

使用区分 使用時間 使用者 使用料 

宿泊室 午後１時から翌日の

午前１０時まで 

一般 １人１泊 １，４００円 

大学生・高校生 １人１泊 ９００円 

中学生以下 １人１泊 ７００円 

テントサイト 

 

午前１１時から翌日

の午前１０時まで 

一般 １人１泊 １，０００円 

大学生・高校生 １人１泊 ６００円 

中学生以下 １人１泊 ５００円 

日帰り 午前１１時から午後

９時まで 

一般 １人 ５００円 

大学生・高校生 １人 ３００円 

中学生以下 １人 ２５０円 

 （６）指定管理者による管理 

   現 行： 規定なし 

   改正案： 指定管理者による管理、指定の手続き、管理の基準、指定管理者が行う業

務、利用料金、協定の締結等について規定。 

（７）施行日等 

  ・条例の施行日は、令和７年４月１日。 

・施行前の使用許可等に関する特例については、 令和６年４月１日。 

 




